埼玉県県庁舎再整備検討支援事業業務特記仕様書
１　業務名
　埼玉県県庁舎再整備検討支援事業業務
２　業務の目的
　本県県庁舎は、最も古い本庁舎が建築後７１年を経過し、老朽化、狭隘化、分散化など様々な課題をかかえている。一方、デジタルトランスフォーメーションの進展により、公共サービスの在り方や職員の働き方が根底から変化する可能性がある。
　このため、本県が行うデジタルトランスフォーメーション等による社会変革を見据えた県庁舎再整備に関する検討を支援することを目的に本業務を委託する。
３　業務対象
　　埼玉県庁（さいたま市浦和区高砂３－１５－１）
　　【主な業務対象庁舎】

	№
	庁舎名
	建築年度
（築年数）
	建築規模

	
	
	
	構造
階数
	建築面積
(㎡)
	延床面積
(㎡)

	①
	本庁舎
	昭和26年度～30年度
(築68年～72年)
	RC造(一部S造)

地上5F、地下1F
	3,672.15
	22,835.76

	②
	第二庁舎
	昭和48年度
(築50年)
	SRC造
地上10F、地下2F
	2,234.40
	33,513.66

	③
	第三庁舎
	昭和38年度・54年度
(築60年・44年)
	RC造(一部S造)

地上5F、地下1F
	1,195.71
	6,358.23

	④
	衛生会館
	昭和35年度
(築63年)
	RC造(一部S造)

地上3F、地下1F
	929.25
	3,090.77

	⑤
	別館
	昭和42年度
(築56年)
	RC造
地上3F、地下1F
	697.04
	2,783.84

	⑥
	職員会館
	昭和45年度
(築53年)
	RC造
地上5F、地下1F
	888.96
	6,458.26

	⑦
	危機管理防災センター
	平成22年度
(築13年)
	RC造
地上2F
	1,532.31
	2,998.01


　　※築年数は、2024年３月末現在
４　履行期間
　契約締結日から令和６年３月２７日（水）
５　業務内容
　　本業務の委託内容は次のとおりとする。
　　なお、本業務の検討事項に係る有識者等を選定し、その意見を県が聴取する機会を設けること。
（１）県庁舎のあるべき姿等の検討
デジタル技術の革新など社会情勢の変化、本県におけるこれまでの各種取組等を踏まえた上で、国内外の動向や先進事例を分析・研究しながら更なる検討・研究を行う。
（主な検討項目）
　・県庁舎のあるべき姿の検討
　・庁舎に係る個別機能（執務・利便・環境・セキュリティなど）の検討
　・庁舎規模の検討
（２）危機管理対応庁舎に関する研究
　　国内外の動向や先進事例を分析しながら、激甚化・頻発化する自然災害や感染症への対応などを踏まえた危機管理対応庁舎の在り方に関して研究する。

（３）財源の創出、事業手法に関する研究
　国内外の動向や先進事例を分析しながら、近隣施設の活用を含めた財源の創出、工期・工程、コストなどを踏まえた事業手法に関して研究する。
（４）その他、再整備に関する検討の支援
　埼玉県県庁舎再整備検討委員会や庁内の検討会のほか、県における再整備に関する各種検討を支援する。
６　成果物
（１）成果物の提出
　本業務における調査分析内容、各種協議・ヒアリング内容、事業方針検討資料、各種作成資料等をまとめた報告書の電子データ(Microsoft PowerPoint、Microsoft Word又はMicrosoft Excel）を成果物とする。なお、成果物は原則として、報告書、概要版及び資料編の３種類とする。
※成果物の提出に当たっては、事前に発注者の確認を受け、承認された上で提出すること。
（２）中間報告
　　　　令和５年１１月末までに、本業務に係る中間報告を提出すること。
※提出範囲は発注者と協議の上決定する。その他、発注者の必要に応じて部分納品を求める場
　合がある。
（３）成果物の帰属

　成果物の管理及び権利の帰属は、すべて発注者のものとし、発注者が承諾した場合を除き、受注者は成果物を公表してはならない。
７　再委託について

（１）受託者は、業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。ただし、事前に発注者に対し、再委託先の名称、代表者氏名、その他必要な事項を報告し、発注者の承諾を得た場合はこの限りではない。
（２）受託者は、業務を第三者に再委託した場合、当該委託先に対して、本仕様書に定める受託者の義務と同等の義務を負わせるとともに、発注者に対して当該再委託先の全ての行為及びその結果についての責任を負うものとする。
８　提供資料
　業務遂行上必要がある次の資料について、受託者に提供又は貸与するものとする。
　なお、提供資料のうち、ホームページで公開されている以外の資料（以下「機密資料」という。）については、複写・複製を禁ずるとともに、本契約の終了後直ちに発注者に返還すること。また、機密資料の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこととし、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

1 県職員数
2 県庁舎図面（建築、電気設備、機械設備など）
3 その他関連するデータ

９　委託料の支払い
（１）委託料は、業務完了後一括払いとする。

（２）受託者は県の検査に合格したときは、委託料の請求をすることができる。
１０　留意事項
（１）受託者は、法令はもとより、本県の条例、規則、規程等を遵守し、発注者が最適な成果を得られるよう本業務委託を誠実に遂行すること。 また、業務に当たっては、積極的な提案を発注者に対して行うこと。

（２）受託者は、本業務委託遂行に当たっては、上記の指示事項その他の必要要件について十分協議を行うとともに、発注者の指示を受けること。また、委託内容等について疑義が生じた場合には、速やかに発注者と協議の上対応すること。
（３）受託者が報告書等作成のために作業する環境及び必要な経費は、受託者が準備すること。ただし、受託者が必要に応じて本県庁舎内で作業や会議、打合せを行う場合には、可能な限り発注者がこれを準備する。

（４）業務の処理
1 受注者は、「実施工程表」を作成し、監督員の承諾を受けること。
2 受注者は、適宜、業務の進捗状況等について監督員に報告を行うとともに、監督員その他関係者との十分な打合せ（月２回程度を想定）を行うこと。
（５）受託者は、成果物に瑕疵が見つかった場合には、本委託業務完了後においても速やかに発注者の指示に基づき、関係資料等の改正を行わなければならない。なお、同改正作業に要する費用は、すべて受託者の負担によるものとする。

（６）受託者は、本委託業務完了後であっても、本契約の範囲内における発注者の問い合わせ等に応じるものとする。

（７）本契約期間中は、受託者は発注者の執務時間内（土曜日、日曜日及び祝日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで）は常時連絡が可能な体制とすること。
（８）暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について
1 本業務において暴力団員等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否するこ
と。また、不当介入を受けた時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査に協力すること。協力者等が不当介入を受けたことを認知した場合も同様とする。
2 ①により警察に通報又は捜査に協力した場合には、速やかにその内容を記載した書面によ
り発注者に報告すること。
3 ①及び②の行為を怠ったことが確認された場合は、指名停止等の措置を講じることがある。
4 　本業務において、暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じた場合は、発注者と協議を行うこと。
１１　その他
　使用する言語について

　　　納入成果物を始めとした全ての提出物及び会話、文書、メール等全ての意思疎通は日本語を用いることとする。

　　　本業務委託の関係者は、日本語による通訳等を介さない意思疎通が可能であり、発注者の意思を正確に把握可能な者とする。
資料２
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